
	
	（突発的災害（自然災害等））


中小企業信用保険法第２条第５項第４号の認定事務取扱要領

１　認定基準について
中小企業信用保険法第２条第５項第４号の規定による経済産業大臣の指定を受けた地域（以下、「指定地域」（注１）という。）で１年以上継続して事業活動を行っている中小企業者（注２）であり、同大臣の指定を受けた災害等（注１）の発生に起因して、当該災害等の影響を受けた後、原則として最近１か月間の売上高または販売数量（注３）（建設業にあっては、完成工事高又は受注残高。以下、「売上高等」という。）が前年同月に比して２０％以上減少しており、かつ、その後２か月間を含む３か月間の売上高等が前年同期に比して２０％以上減少することが見込まれること(注４、５)。

　注１：「指定地域」「災害等」「指定期間」は、経済産業省告示によるものとします。
※指定期間内に認定申請を行うことが必要です。

　注２：法人の場合は「本店登記が札幌市内にあること」、個人の場合は「主たる事業所の所在地が札幌市内にあること」が必要です。

　注３：「販売数量」は、単価が同一である単一製品を取り扱う中小企業者のみが利用できます。

　注４：令和５年10月1日以降の認定申請分から、新型コロナウイルス感染症の発生に起因するセーフティネット保証４号は、資金使途は借換(借換資金に追加融資資金を加えることは可)に限定されております。

　注５：業歴３カ月以上１年1カ月未満の場合あるいは前年以降、事業拡大等により前年比較が適当でない特段の事情がある場合は、以下のいずれかの要件を満たしている場合も認定対象となります（新型コロナウイルス感染症の発生に起因するセーフティネット保証４号の申請にのみ適用)。
1. 直近１か月の売上高等が、直近１か月を含む最近３か月間の平均売上高等と比較して、各基準以上減少していること(様式第４―③をご使用ください)。
1. 直近1か月の売上高等が、令和元年12月の売上高等と比較して各基準以上減少しており、かつ、その後2か月間を含む3か月間の売上高等が令和元年12月の売上高等の3倍と比較して各基準以上減少することが見込まれること(様式第４―④をご使用ください)。
1. 直近1か月の売上高等が、令和元年10月から12月の平均売上高等と比較して、各基準以上減少しており、かつ、その後2か月間を含む3か月間の売上高等が令和元年10月から12月の売上高等と比較して各基準以上減少することが見込まれること(様式第４―⑤をご使用ください)。







２　認定申請手続について
⑴　中小企業信用保険法第２条第５項第４号の規定による認定申請書、売上高等に関する資料に必要事項をご記入のうえ、下記の必要書類を添付して申請してください。
ただし、新型コロナウイルスの影響を鑑み、下線の引かれている書類は、添付省略可能としております。
なお、申請受付時間は9：00～12：00、13：00～16：30です。
	共通書類
	・　指定地域において１年間以上継続して事業を行っていることが客観的にわかる資料　(営業許可証、土地・建物の賃貸借契約書など※いずれも所在地を確認できるもの）　
・　災害等の影響を受けた後、最近１か月間の売上高等及びその後の２か月間の各月の見込売上高等、並びに当該３か月に対応する前年同期の売上高等が確認できる資料(試算表、元帳、請求書、通帳の写しなど）

	法人の場合
	・　現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書の原本又は写し
・　決算報告書の写し（直近１期分）

	個人の場合
	・　確定申告書の写し（直近１期分）　※事業所の所在地を確認できるもの


⑵　札幌中小企業支援センターで受付を行い、原則翌営業日以降に札幌市公印を押印した認定申請書を認定書として交付いたします。
⑶　認定書は、有効期間内（30日間）に金融機関又は信用保証協会に提出してください。
【相談・申請受付窓口】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【制度の運用】

札幌中小企業支援センター　　　　　　　　　　　　　　　　　札幌市経済観光局経営支援・雇用労働担当部
（事業者向けワンストップ相談窓口）　　　　　　　　　　　　　　　　　商業・経営支援課金融・経営支援担当係
所在地：札幌市中央区北１条西２丁目　　　　　　　　　 　所在地：札幌市中央区北１条西２丁目
　　　　　 北海道経済センタービル２階　　　　　　　　　　　　　  　 札幌市役所本庁舎15階
電　 話：０１１－２３１－０５６８　　　　　　　　　　　　　　  　
































令和５年10月１日以降の認定申請分から、新型コロナウイルス感染症の発生に起因するセーフティネット保証４号は、資金使途が借換（借換資金に追加融資資金を加えることは可）に限定されております。ご確認のうえ、以下にチェックをお願いします。
□ 当該申請は既存融資の借換を目的とした申請です。







様式第４－⑤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（突発的災害（自然災害等））
	中小企業信用保険法第２条第５項第
４号の規定による認定申請書
                                             　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
  札幌市長　秋元　克広　殿

                         　    　 所　在　地　　　　　　　　　　　　 
                       　 申請書　企　業　名　　　　　　　　　　　　 
                   　         　　代　表　者　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　 

　私は、新型コロナウイルス感染症の発生に起因して、下記のとおり、経営の安定に支障が生じておりますので、中小企業信用保険法第２条第５項第４号の規定に基づき認定されるようお願いします。

記
１　指定地域における事業開始年月日      　　　　　　　　　　　　　 　　　      年　　月　　日

２　指定地域における事業所の住所
	　　　　　　　　都・道・府・県　　　　　　　　　市・町・村



３  売上高等
   　 (１)最近１か月間の売上高等
                                                       　　　　　　　減少率　　　　％（実績）×　  100

              Ｃ－Ａ
                Ｃ   
      　  Ａ：災害等の発生における最近１か月間の売上高等
            　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　　　　　　　 　　　　　　　　　円
Ｂ：令和元年１０月から１２月の売上高等
            　　　　　　　　　　　　　　　　　　           　　　　　　　　　　　　　　　　円
Ｃ：令和元年１０月から１２月の平均売上高等
            　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　　　　　 　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　Ｂ　
                ３

      (２)最近３か月間の売上高等の実績見込み
                                                 　　　　　　　減少率        ％（実績見込み）
       　　　　Ｂ－（Ａ＋Ｄ）×　  100

         　　 　 　Ｂ　　　　 

        　Ｄ：Ａの期間後２か月間の見込み売上高等
    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　　　　　　                  円  



札経商第　　　　号
令和　　年（　　　　年）　　月　　日
申請のとおり、相違ないことを認定します。
（注）本認定書の有効期間：令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで
	札幌市長　　　秋　元　　克　広
（留意事項）
　①　本様式は、前年以降、事業拡大等により前年比較が適当でない特段の事情がある場合に使用します。
②　本認定とは別に、金融機関及び信用保証協会による金融上の審査があります。
　③　本認定の有効期間内に金融機関又は信用保証協会に対して、経営安定関連保証の申込みを行うことが必要です。

	様式第４-⑤
	（突発的災害（自然災害等））


売　上　高　等　に　関　す　る　資　料



１　最近１か月間の売上高等
	年　　　　月
	Ａ （申請書へ転記）
	円



２　令和元年10月から12月の売上高
	令和元年　　10月
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	円

	令和元年　　11月
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	円

	令和元年　　12月
	
	円

	3か月間合計
	B （申請書へ転記）
	



３　令和元年10月から12月の平均売上高
	Ｂ
３
	C　（申請書へ転記）
	円



４　Aに続く、２か月間の売上高等
	年　　　　月
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	円

	年　　　　月
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	円

	２か月間小計
	Ｄ　（申請書へ転記）
	円



	３か月間合計
	A＋Ｄ　
	円



５　各減少率の計算（20％以上となることを確認する。）
	最近１か月間の売上高等
	C－Ａ× 100　　（申請書へ転記）

　　C　　　　
	％



	最近３か月間の売上高等
の実績見込み
	Ｂ－（Ａ＋D）× 100　（申請書へ転記）


　　　　Ｂ　　　　　
	％




上記の記載事項は、当社の内部管理資料と相違ありません。
令和　　　　年　　　　月　　　　日
申請者（企業名・代表者）











≪記載内容に関するお問い合わせ先≫

お名前（所属）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


